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◆平成29年度分「会社標本調査」がやっと公表された。
従来は3月末頃の公表だったが、今回は6月と公表が3か
月遅れた。◆国税庁によると、厚労省の統計不正問題を受
け、総務省から統計を所管する全府省庁に点検作業を求め
られたことが遅れの原因になったという。同庁では民間給

与実態統計調査が点検対象となり、当初予定していなかった事務が
かかり、会社標本調査の集計作業にも遅れが生じることになった。
◆結果、いずれの統計も問題はなく、今回の件では国税庁は割を食っ
た格好になった。ただ、統計不正は国民ひいては社会の信頼を揺る
がす問題だ。今後は国民を蔑ろにすることがないように願う。�（TAB）
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今 週 の 専 門 用 語

特定多国籍企業グループ

建物更生共済契約に係る権利
　建物更生共済とは建物や動産を対象とする共済（保険）のことで、火災や災害等の
支払事由が生じたときに掛金に応じた共済金を受け取ることができる。建物更生共済
契約の契約者（掛金負担者）が死亡した場合には、建物更生共済契約に係る権利が被
相続人（契約者兼掛金負担者）の本来の相続財産として相続税の課税対象となる。そ
の相続税評価額は、相続開始時における解約返戻金相当額となる。なお、建物更生共
済契約の満期時に取得する満期共済金は、満期共済金受取人の一時所得となる。

財産管理制度
　現行、所有者が従来の住所又は居所を去って容易に帰来する見込みのない土地の管
理については、不在者財産管理制度（民法25条等）が活用されている。同制度は、
一般に、不在者の財産全般を管理するものとされているため、例えば、不在者の財産
のうち、特定の土地の管理のみを要する場合であっても、選任される管理人は不在者
の財産全般を管理することが求められるため、判明している財産の全部を管理しつつ、
他に財産がないかを調査するなど、事務作業等の負担を強いられているとの指摘がある。

　企業グループ（企業集団のうち、その企業集団の連結財務諸表が作成されるもの）
の構成会社等の居住地国が二以上あるものを「多国籍企業グループ」というが、この
うち、直前の最終親会計年度における多国籍企業グループの総収入金額が千億円以上
であるものが「特定多国籍企業グループ」である。たとえ構成会社等が日本にしかな
くても、そのうちの1社でも他国にPEを有し法人税を課税されている場合には「多
国籍企業グループ」に該当することになる（措令39条の12の4③）。
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